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Abstract
The final part of the article deals with the consequences of the liberalization of electricity market, on the
structure and the management of electricity sector m the EU countries…
The reforms by the EU have been producing fruits steadily in the member countries, as shown in chapter
IH. However, the progress of market liberalization has another effect of stimulating electricity enterprises
toward concentration through merger and acquisition, and will not be compatible with the objectives of
constructing competitive market.
The position of France to the reforms by the EU is rather passive, because the state-owned vertically
integrated organization and the control by the state based on the concept of public service in the French
electricity industry has long retained the legitimacy since the nationalization of EDF. However, the
undergoing reforms could bring about fundamental changes to the French electncity sector.
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Ⅳ.電力産業の構造
EU各国においては、垂直統合…国有独占の電力企業の分割・民営化、送電系統-の第三者アク
セスの導入そして電力部門への参入競制・兼業親制などによって電力部門の改革が進められてき
た。これらの改革は電力市場-の戟争導入において一定の成果をもたらしつつあるo Lかし前車で
のべたように電力市場の自由化は一方では、各国電力企業に事業多角化や海外進出による企業規模
の拡大を志向させるという効果をもたらし、発電部門においては上位企業の企業集中度をむしろ上
昇させたoこれは電力市場に競争導入を導入するというEUの意図とは異なる結果であった。
1.ヨーロッパ電力産業の再編成
(1 )電力企業の成長と産業組織
表11は、 EU域内の電力企業上位10社について、総売上高、電力・ガス部門の売上高・需要家数
などを示したものである。まず表の電力・ガス部門の需要家教によって両部門の兼営の状況をみよ
表11ヨーロッパの主要電力企業の事業内容　　2003年
売 上 高 エネルキ。ー販 売 額 覚 電 電 電 力 需 要 ガ ス 需 要 家
10億 ユ 合 計
力 容 量 家 数 数
lー ロ 10億 ユlT] i;w 百 万 百 万
E D P 44.9 44.9 122.0 41.6 2…3
E . O n 46.4 44.3 40.9 21.5 9ー3
RW E 43.9 32.0 44.0 21.2 10.4
Vatten免皿 12.3 12.3 31…7 4…9 na
Enel 31.3 26.9 45.7 31.0 1…8
Endessa 16.2 16.1 57.8 10.6 na
14.0
Jberdrola 9.4 9.4 22…8 10.0
Centnca 17.4 16…0 2.6 8.0
スエスさ …タ。ルーフ 39.6 26…2 49.0 5…3 1 ・蝣}
G D F 16.6 16.6 na na 15.0
注) EDF　国有　フランス、ヨーロッパ第一位の電気事業者
En el ;国有　イタリー、ヨーロッパ第二位の発電事業者
E.On ;民間　ドイツ、販売電力量ヨーロッパ第三位
rwe ;民間　ドイツ最大の垂直統合電気事業
Endessa',民間　スペイン、垂直統合電力会社
ElectrabelJ民間　スペイン
gdf;国有　フランス、フランス第一位のガス事業者
出所) Commission sur le projet industriel et financier d EDF, Rapport de la commission
(Rapport Roulet), 22 novembre 2004, Annex p.14.
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う。 10社のうちガス事業を経営していないのはEDF、 Vattenfatt社など少数の企業にとどまり、 R
WE社、 E… On社をはじめ大多数の企業は電力・ガスの両部門を兼営しているo
電力企業の事業多角化の第一の対象となったのはガス部門であった。両部門の融合の動きは近年
これまで以上に広範に見られるようになっている。たとえば現在ドイツではE. On社によるルー
ル…ガス社の買収などの動きがあり、またフランスではGDFが発電部門への進出を検討している。
電力部門とガス部門の兼営は、電気事業の歴史上古くからあった。電気事業の勃興期にはドイツ、
オランダなどにおいて、それまでガス事業を営んでいた地方自治体が電気事業に参入するケースが
多数みられた。また第二次世界大戦後におけるフランスの電力、ガス事業の国有化によってEDF
とフランス.ガス公社(GDF)が設立された際、両社の配電部門と配ガス部門は両社共通の組織
によって運営されることになった。電力・ガス部門の兼営のこれらの例においては、両部門の供給
面とくに技術面での共通の要素の存在が兼営を促進する要因となった。近年両部門の融合がさらに
進展するようになったのには、 EUによる天然ガスの発電用燃料としての使用禁止が解除されて、
ガス.タービンによる発電事業が制度的に可能になるなど、自由化にともなう市場環境の変化ない
しは電力…ガス市場間の制度的・経済的障壁が低くなってきたことが背景にある65).
電力企業の事業多角化はガス事業への参入にとどまらず、エネルギー関連サービス事業、電気通
信部門など電気事業の施設や技術を活用することのできる分野を中心に広範に展開している。非エ
ネルギー部門から電力部門に参入したスエズ…グループのほかにもRWE社、 Enel社などでは、非エ
ネルギー部門売上高の総売上高に占める比率は高くなっている。現在ではヨーロッパの主要電力企業の
なかでは、電力ないしガス供給のみに特化している従来のタイプの事業者はごく少数となっている。
ただしこうした多角化の傾向には近年変化があらわれ、エネルギー分野への回帰の動きが目立つ
ようになってきた。各国の電力企業のなかには非エネルギー分野の傘下企業を整理し、発送配電の
各部門内での合併…買収(水平統合)や、一度は分割された発電・送電、配電.小売などの部門を
再統合する動きがでてきた。行き過ぎた企業分割と事業多角化への反省から、また自由化の進展に
よって不安定化した電力市場において経営の安定を図る上からも、発送配電部門を垂直統合した組
織が有効であるとふたたび認識されるようになってきたのである66I
EU各国で企業集中が進展した背景には、それを容認するE Uの基本的政策も影響していた。 E
Uの立場は企業集中が、規模の経済を実現し国際競争力を強化するなどによってE U加盟国全体の
経済的利益をもたらす場合、あるいは市場統合を達成する上で必要な国際送電施設の建設など大規
模事業を実施する資金的・技術的能力をもつ大企業の形成にむすぴつく場合などには、それを容認
するというものであった。
電力部門における多角化…企業集中は、 EUの政策との関係のみから見ることはできない。多角
化・企業集中は国ごとに異なった進展を見せたが、そうした差異は各国の参入裁判・兼業規制、企
業集中規制などの差によってもたらされた側面がある。以下に示すイギリス、ドイツ、フランス3
回を例にあげて、それを示そう67V
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イギリスにおいてはEU加盟国のなかではもっとも厳しい企業集中規制が課せられている。 1990
年代には電力企業の分割・民営化が実施され、その後もナショナ)V　パワー、パワー…ジェンの上
位2社(イギリス国内の総発電量の80%を占めていた)の集中を排除する措置がとられた。この結
果両社の発電量シェアの合計は、その後の10年間で30%以下に低下した。しかしこの両社以外の電
力企業にたいする規制は比較的弱く、その結果両社以外の企業は事業を急速に拡大することができ
たO　また1995年には外国資本による電力会社の買収にたいする規制が廃止されたことによって、い
くつかの外国企業がイギリスの配電…発電会社を買収して電力部門に参入することになった。
ドイツにおいては、垂直統合電気事業の分割は厳しく実施されたが、一方で買収・合併にたいす
る規制は比較的緩やかであった。電力企業間での買収・合併が活発におこなわれ、 RWE社、 E.
o n社などの大企業が出現する一方で、一部の電力企業はスウェーデン、フランスなどの電力企業
の資本参加によってその支配下にはいるなど、産業の構造に大きな変化がもたらされた。
フランスでは国内法による企業集中規制は緩やかであり、 EDFの敗績的分離・分割は実施され
ず、発電・送電・配電の各部門におけるEDFの独占的地位は維持されているo発電部門において
は参入規制が穣和され新規参入が可能となったが、これまでに参入した企業は、少数にとどまりか
つその事業規模は小さく、その発電量の発電市場において占める比重は小さい。フランスにおいて
目立った変化は、国内の電力関連サービス分野などへの多角化と海外への進出という形で、 EDF
による事業拡大と企業集中が進展していることである。
以上のようなEU加盟各国の法制における差異に加えて、各国における電力部門改革が開始され
た時期も、各国の企業集中のあり方に影響をおよほしている。電力部門の自由化がおくれて開始さ
れたフランス、ドイツ、ベルギー、イタ1)アなどにおいて企業集中の進展が顕著であり、早い時期
に自由化がはじまったイギリス、ノルウェー、スウェーデンなどにおいて進展は遅かった。
料金規制の親和も間接的に企業集中を促進する要臥こなったo料金規制のもとでは規制当局は長
期的な電力需給動向にもとづいて長期供給コストを反映した電気料金を設定して、施設投資にかん
する意思決定のためのシグナルを電力企業に提供することができた。しかし料金規制の横和によっ
て電力価格は市場において決定されるようになり、長期的な電力需給をかならずLも反映しなくな
ったoこの結果電力企業はその電力施設の拡大を、長期的に収益が保障される必要のある建設投資
によってではなく、施設を所有する企業を合併・買収することで実現するようになった68)-
たとえば電力市場において発電または送電能力の制約から需要が逼迫する状況においては、高い
集中度にある企業は電力価格水準を操作することが可能になり、市場支配力を強めることになるで
あろうO企業集中がこのように当該企業の市場支配力を酎ヒすることになるならば、 EUがめざし
た戟争市場の形成という目的に反する効果をもたらすことになる。
2.フランス電力産業の構造変化
フランスは、その電力部門改革をEUが要求する必要最低限の範囲内にとどめ、国有…独占の垂
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直統合組織を維持しようとしてきたo　フランスがそのような立場を採ることになった背景には、 E
DFが、 EDFを中核とする現在の電力部門の運営体制と産業組織のもとで、第二次世界大戦後の
経済復興期から高度成長期にかけて、低コストかつ安定的な電力供給の任務を達成し良好な経営成
果を実現してきたという事実があった。
現在でも、 EDFが国内の発送配電事業の各分野において90%を上まわるシェアを占める構造に
は、大きな変化はあらわれていない。発電部門では自由化が進展しはじめて以降も、ローヌ公社、
SNET社などEDFに次ぐ発電規模を有する既存の発電会社は、そのシェアを拡大させるにはい
たっていない。一方新規参入企業も少数にとどまり、そのなかでもっとも積極的に事業を拡大して
きたスエズ…グループ69)も、現段階では発電市場において大きなシェアを占めていない。また迷電…
配電部Plでは、 RTEとEDF-GDF ServiceというEDF内部の組織がそれぞれの部門を独占
的に運営している　CRTEは2005年EDFの子会社になった)0
フランスの電力産業において進展している変化は、 EDFグループを中核とした産業構造を変化
させるものではなく、 EDF自体の事業多角化による拡大とEDP内部では発電・送電部門などの
組織改編とによるものである。
(1) E D Fの多角化・海外展開70)
EDFは、主要な事業分野ごとに子会社・関連会社を設立し、これらの企業を持株会社としその
傘下に多数の事業会社を擁するという方法で、事業多角化と海外進出を進めてきたO表12は、 ED
Fグループの主要な子会社…関連会社を示したものである。
表12　EDFの事業多角化
EDFの子会社・関連会社　　　　　　　　　　主要傘下企業
EDEV　(E D F出資比率100%)
新エネルギー開発
配電(国内)
EDFアンテルナショナル(100%)
発送配電(海外)
EDF Energies Neuvelles　　他
Electricity de Strasbourg(74. 3%)
表13参照
EDFアシュアランス(100% )
保険
SOFILO (100%)
EDFトレーディング(78.醜)
卸売市場における電力売買
Dalkia(34%) x.如キ。一関連サゼス事業　　　　ダルキア・インターナショナル(EDF24. 1%、
Dalkia75… 6%),傘下におもに]-TlヅハBにDalkia
Picなど10社
上記の他に子会社・関連会社約45社
注)　カッコ内はEDFの出資比率
資料) EDF.Groupe EDF : Document de Base 2004, Paris, 2005, pp.35-36から筆者が作成
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新エネルギー・環境などの分野ではEDFは、 2002年に100%子会社として設立したEDEV
CEDF Developpement et Environnement)社によって事業を展開している　EDEV傘下の主要
企業であるエネルジー・ヌーヴェル社は、風力、太陽光発電、地熱発電などの分野で事業を拡大し
てきた。またED…EV設立時にEDFの傘下にあった国内の小規模配電会社ストラスプール電力会
社を引き継いで運営している。
海外事業は、 EDFの100%子会社であるEDFアンチルナショナル社によって運営されているD
表13は2004年におけるEDFアンチ)レナショナル社の子会社・関連会社を示したものである。
表13　EDFグループの主要な発送配電事莱
企業名
(ED F出資比率)
発電　　　　　　　送電　　　　　　　　配電
発電量または　　　送槻または　　　　需要家教
発電容量　　　　　系統こう長
フランス
iara稽
イギリス
EDF Energy(100%)
Ki-
E n BW細:.43%
Ylllt
E dison
-、こ　tni-
Bert (95.75)
Damasz (60.91)
ポーランド
E CK Cracovie他
スロバキア
SSE (49%
スペイン
Hisp a elec E nergia
(100%)
中国
Figlec (100%)
ヴェトナム
M eco (5625)
アルゼンチン
EnedaK90%)
ブラジル
Ugh舶14.5)
南アフリカ
PNES
487.4 TWh　　　　フランス全域　　　　　27.6百万
25.2TWh　　　　164,840 km　　　　　.8百万
3.lTWh　　　　147,236 km　　　　　,6百万
47.8TW h　　　　　　　2,900 k m
417HWe
o.75百万
4,647MW e
O…691百万
522.8 TWh
51,5TW h
99.7 TWh
51.5TWh
3.35百万
0.35百万
注) EDFグループは、表に記載したものの他にイタリア、ブラジル、ラオス、アメリカ、メキシコ、
モロッコ、エジプト、コートジボワ-などに各1社を傘下においている。
資料) EDF, Rapport Annue1 2004, Annexes aux comptes consolidis, pp,10-11から作成。
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EDFアンチルナショナル社がイギリスに設立したEDFエナジー社は、現在同社傘下の最大の
企業となっている　EDFが1999年にその傘下においたイギリスの配電会社ロンドン・エレクトリ
シティ社が、その後同じイギリスのシーボード社と合併した際に名称を変更してEDFエナジーと
なったものである　EDFエナジー社は発送配電と小売のすべての部門に進出し、 2004年にはイギ
リスの発電・配電・小売事業の各部門において上位を占めるようになった。
EDFアンテルナショナル社は2001年には、ドイツ第三位の電力企業であったEnBW社の株式
の39%を取得し経営参加したo　またイタリーのイタ)I,エネルジー社傘下のエジソン社とモンテジソ
ン社の両社にも資本参加した。その他、スウェーデン第4位の電力会社Graninge社、オーストリア
で電気・ガス・熱供給事業などを運営するESTAG社などにも資本参加した。さらに、事業規模
は小さいがハンガリー、ポーランドなど東欧諸国を含む多くの国に進出を開始した　EDFグルー
プは、ヨーロッパ各国においては発送配電の各部門を運営することによって、垂直統合による利益
を実現することを追求してきた。
一方ヨーロッパ以外の地域とくに中南米-の進出はこれとは異なった形態をとり、発送配電部門
のうちの1または2つの分野において子会社・関連会社による小規模な事業を遺骨するにとどまっ
ている。
エネルギー関連サービス事業ではEDFは、ヴェオリア・アンヴイロンヌマン社が66%出資しE
DFが34%出資するダルキア社によって事業を拡大してきた。ダルキア社はその子会社であるダル
キア・インターナショナル社をつうじて、回内外でエネルギー供給施設の管理…運営、分散型電源
の設置・管理、事業所建物の冷暖房などエネルギー関連サービス分野において事業を展開し、この
分野でヨーロッパ第一の企業にまで成長した。なおダルキア社へのEDFの出資比率が低いのは、
同社が設立された2000年当時には電気事業にたいする兼業規制が存在し、電気事業者が電力供給関
連のサービス事業を運営することは禁止されていたため、 EDFの出資比率を低い水準にとどめ兼
業親制の適用を免れようとしたことによるo
ダルキア社の子会社ダルキア・フランス社はフランス国内で電力小売事業を開始したが、同社は
これによって、それまでEDFと既存の小規模の配電事業による運営体制が堅持されてきた配電・
小売部門への、はじめての新規参入企業となった　EDFの子会社であるとはいえ、政府がこの参
入を認めたことは、電力小売部門へのこれまでの厳しい参入規制を根本的に変化する契機となりう
る決定であるといわれる。
EDFはエネルギー関連の商品取引の分野では、 1999年商品取引会社ルイ・ドレフエス杜との共
同出資によりEDF　トレーディング社を設立した。同社は当初.フランスBl内での電力取引とE
DFへの化石燃料販売を目的としていたが、その後電力…ガス・石炭、石油製品などの広い範囲の
商品取引に事業を拡大して、この分野でヨーロッパでの主導的企業に成長した。
またEDPの100%子会社であるEDF　アシュアランス社は、 EDFが運営する事業のうち民
営保険事業が対応できる分野、すなわち原子力関連事業などを除く事業分野を対象として保険業務
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を運営している。
E D Fグループの売上高は1990年代後半以降急成長するが、それはおもに海外への事業展開によ
って可能となった。図6はEDFグループの国内・海外事業別の売上高の推移を示したものである。
E DFグループの総売上高は1970年代まで長期にわたって高成長を続けてきたが、 1980年代はじめ
には成長率は低下していた。この時期から1990年代半ばまで、 ED Fの海外事業は限られた分野で
の小泉模な事業にとどまっていたので、国内電力需要の成長率の低下がそのまま稔売上高が低成長
をもたらした。電力市場自由化が進展しはじめた1990年代後半以降になると、 EDFの国内市場は
新規参入事業者によって侵食されるようになり、 EDFの国内売上高は減少に転じた。しかし国内
売上高の減少を上まわって海外における売上高が急増しはじめたため、総売上高も急増に転じた。
図6　EDFグループの国内事業と海外事業の推移
10触叫
1955　　　　1965　　　　1975　　　　1985　　　　1995　2000
出所) Commission sur le projet industriel et丘nancier d EDF, Rapport de la commission
(RapportRoulet), 2004,, Annex 2 、 p.2
E DFは低成長の電力市場において、ヨーロッパの主要電力企業との競争のなかでシェアを拡大
し企業拡大を達成してきた　EDFが今後もその地位を維持していくためには、公企業としての経
営からの脱却をさらに推進し私企業である競合企業と同様の経営に転換していくことが必要であ
る。そのためには、財務構造、公役務の任務にともなう負担、原子力発電にかかわる財務的負担な
どの問題を解決しなければならない。
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(2)EDFの経営・財務
E D Fは、その設立から1990年前後までの約40年間以上にわたって、安定的かつ低価格の電力供
給によって回内電力需要を充足して、国有企業としての一般利益または公役務の任務の達成と良好
な経営成果の実現を両立させてきた　EDFには、電力施設とくに原子力施設の研究開発・建設…
運営などの技術、発送配電部門を垂直統合し国有・独占企業として運営する体制など、ヨーロッパ
の他の主要電力企業にはない優位性があったことが、それを可能にした一因となったO
しかし1970年代に入ると電力需要成長率は低下傾向に転じ、その後原子力発電から化石燃料発電
への移行や環境を重視するエネルギー政策への転換など、電力企業の経営環境は変化していった。
それに対応して各国の電力企業は、化石燃料の使用、再生可能エネルギー利用の拡大などに向けて
電源構成を転換していき、同時に電力市場自由化によって激化する電力企業間の戟争のなかで、競
争力強化をめざしての経営合理化に取り組むようになる。
一方E DFは環境変化への対応に遅れ、溌合する各国企業にたいする優位性を次第にうしなって
いった。表15は、 2003年のヨーロッパ電力部門の売上高上位8社の売上高租利益率と売上高純利益
率を示したものである。近年EDFは海外事業の拡大によって企業規模を急成長させてきた一方で、
その財務状況は悪化する傾向にある。売上高租利益率については、 E DFグループのそれは1992年
には45%であったものが2003年には25%に低下してきたが、それでも2003年の水準は8社の中で中
位を維持しているo問題は売上高純利益率であり、 E DFのそれは長期的に低水準にあり2003年に
は1…9%にとどまったo　これはスエズ社の-5…5%、ドイツのRWEの2.2%などとともに8社のなかで
もっとも低いグループに属している　2004年に実施されたEDFの株式会社化に続いて今後予定さ
れる株式売却において売却価格を有利に設定するためにも、財務の改善は当面の重要な経営課題と
なっている。
表15　EDFと主要企業の売上高利益率　(2003年, %)
売 上 高 粗 利 益 率 売 上 高 経 常 利 益 率
Enel 31.4 8.0
Endesa 29.3 8…1
Iberdrola 27.6 ll.2
EPF 24…5 1.9
E.On 20…4 10.0
RWE 19.3 2.2
Electrabel 19.0 9.3
ス エ ズ 15.2 -5.5
出所) Commission sur le projet industriel et financier d EDF, ibid., Annex, P13.
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EDPの財務悪化の原因の第一は、供給コストの上昇であった。電力供給1単位あたり経常費用
は1992年から2002年まで10年間に年平均1.5%上昇したoその主要因となったのが、 1990年代後半以
降急拡大した海外事業であった。
また電力の平均価格水準の低下も財務の悪化に影響をおよはした。同じ10年間に電力価格は年平
均1…5%低下した。電力価格水準の低下は長期的には生産性上昇による成果であるが、電力市場自由
化後のあらわれるようになった電力価格の循環的変動によって、電力価格が一時的に供給コストを
下まわって低下したことも財務悪化の一国となっている7ォ.
連結損益計算書と連結貸借対照書によってEDFグループの財務状況をみよう。表16にE DFグ
)I,-プの2004年の連結損益計算書を示す73)経常費用348億ユーロのうち最大の費用項目となってい
るのが燃料費等であり、 235億ユーロに達している。燃料費等の内訳を示した表17をみると、その
主要な項削ま核燃料.化石燃料購入額を合計した燃料費44.5億ユーロ、電力購入費84.7億ユーロ、サ
ービス購入費92.0億ユーロそしてその他の購入費などである。これらのうち電力購入費を除く項目
が実質的な費用であり、費用削減が経営努力の対象になる項目である。電力購入費は、電力市場自
由化にともなう電力売買の増加によって燃料費等の26%を占めるまでに増加しているが、これは電
力の再販売によって回収されるので損益におよぼす影響は小さい。
表16　E DFグループ連結損益計算書
2004年、 100万ユーロ
経 常収益 46,928
経 常費用 34,801
燃 料 費等 23,476
人件費 9,596
税 2,853
そ の他 費用 1,124
経常粗利 益 12,127
減 脚 引 当金 純増等 6,479
経 常利 益 5,648
財 務費用 等 2,185
税 引 き脚 」益 3,463
税 等 2,136
脚 」益 1,327
資料) EDF, Rapport Annue 2004 du Groupe EDF,
Etats Financiers, p.8から作成。
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表17　燃料費等内訳
2∝)4年、 100万ユーロ
燃料購入費
電力購入費(電力取引所を除く)
サービス購入
その他の購入
在庫純増
A.n計
4,451
8,473
9,199
3,178
1,825
23,476
出所　EDF, Groupe EDFDocument de Base p…416
表18　EDFグループ連結貸借対照書
2004年、百万ユーロ
負債および資本
固定資産
無形固定資産
有形固定資産
繰延資産
湘軌資産
核燃料等
短期債券等
泉金…預金等
合計 148,375
自己資本
資本金
準備金等
mi
事業免許勘定
原子力関連引当金
社会保障引当金
免許事業施設更新引
当金
その他引当金
借入金等
その他負債
合計
20,146
26,920
2,403
14,640
4,396
25,786
35,624
148,375
注)事業免許勘定; edfグループの水力発電施設・配電施設などへの投資額のうち、事業免
許権者が負担した分を計上する。
資料) EDF,… Rapport Annue 2004 du Groupe EDF, Etats Financiers, p..9から作成。
つぎに人件費は96億ユーロで経常費用の28%を占める。近年従業員数は抑制傾向にはあるが人件
費総額の増加傾向は続いているO電気事業は資本集約的であるとはいえ、人件費は今後の経営に影
響をおよぼす重要な要素である。
表18にEDFグル-プの2004年の連結貸借対照書を示す73)貸方では、自己資金(176億ユーロ)
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に比較して巨額となっている原子力関連引当金(269億ユーロ)、借入金等(258億ユーロ)などの
負債の削減が課葛となっている。とくに削減の対象となるのが、原子力関係の負債である。また社
会保障関係費用の処理方法の改善が開溝となってきた。
麻子力関連の巨額の負債が、累積している原子力施設建設時の債務とバックエンド関連の引当金
の2つの項E]で存在しているが、これらは事業の性質上民間企業が負担することは困難であるとさ
れている。今後想定されるEDFの民営化の実施にさきだって、原子力部門をEDFから分離する
などの方法でこの間蔦を処理することが必要である。
EDFの社会保障制度はこれまでフランスの公的社会保障制度から逸脱した形態で運営されてき
た。すなわちその財源はEDFの人件費として計上され、 EDF外部の社会施設中央金庫(CCA
S)という機関に支払われ、この機関がEDFの社会保障事業を運営してきた。またCCASの運
営が、実質的には労働組合フランス労働総同盟(CGT)によっておこなわれている点も間鷺とさ
れてきた。このようなEDFの社会保障制度も、 EDFの民営化を視野にいれて公的制度に適合し
た形態に改革することが必要であるとされてきた。
一方借方では有形固定資産(990億ユーロ)が経常収益(469億ユーロ)に比較して巨額になって
いる　EDFの発送配電設備には今後能力不足が生じる可能性があり、これらへの投資の増加によ
って有形固定資産の拡大傾向は今後もつづくと予測されている。当面2007年まで、年間33-38'億ユー
ロの設備投資を必要であると予測されている。その内訳としては、次世代原子炉E P R (European
Pressurised Reactor)開発に2002-2004年に5億ユーロ、その後数年間に10-12億ユーロが必要とされ、
配電系統には、ヨーロッパ各国並みの電力供給の質を実現するための投資として毎年15億ユーロが
必要であるとされる。
こうした財務状況の改善をめざしてEDFは各部門の経営改革を推進してきたが、近年はさらに
これまでの事業多角化・海外進出による企業拡張戦略の見直しを開始した。
(3)電力自由化政策とE D Fの改革
E DFの経営改革は、 1960年代に敷かれた基本方向を継承して、 E DFの範織と政府による監督
統制のあり方を大幅に変革することなく、経営の合理化と自律性の向上をE的として推進されてき
た。しかし1990年代末になるとそれまでの改革の範囲を超えて、民営化すなわちEDFの観織…所
有形態の変革までを視野にいれた新たな段階にはいった。
a.政府・公企業関係
公企業がその経営にかんして政府と契約を締結するいわゆる契約政策は、 1960年代に導入された
あと途中中断した時期もあったが現在まで継承されてきた1990年代以降EDFと政府との間には、
1993年1996年を契約期間とする第三次プラン契約(Contrat de Plan)、 1997年-2000年の企業契約
(Contrat dl Entreprise)、そして2001年-2003年のグループ契約(Contrat de Grouped)が締結された。
電力部門自由化とEDFの改革の進展を反映して、契約の内容は政府の監督・統制の綾和と経営自
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律性の成与をより広範に規定するものになってきた74)。
たとえば1997年からの企業契約では、 EDFと政府との資金的な相互依存関係を改革してEDF
の財務的自律性を向上するために、 EDF　政府間の資金移動にかかわる親別を変更することを親
定したoすなわち、 EDFの設立から1970年代末までは、政府は資本拠出金の増加などの形でED
Fに財政資金を供給していたQ　また1980年代以降は逆にE DFから政府に支払われる税・返済利子
などが増加したため、 EDFから政府-の資金純移転の状態になっていたO　この企業契約において
は、政府　EDF間の資金純移転を減少させてEDPの財務的自律性を向上させるために、 EDF
から政府への主要な資金移転となっていたE DFへの政府貸付金の返済利子をこれまでの5%から
3%に引き下げることを規定した。ただし実際にはこれと同時にEDFにたいする課税対象が拡大
され税額が増加したので、結果的にはEDFから政府への移転額を減少させる効果は小さかった。
つぎのグループ契約は、契約期間中にEDFがヨーロッパの主要エネルギー企業に成長すること
を目標として設定した。そしてこの目棟を達成するためにEDFは、自由化によって創出された企
業機会を生かして国内外で事業を拡大しなければならないとしたo
契約政策の内容はこうして、これまで前提としてきた政府の監督・統制の制度に基本的な変革を
もたらす内容を含むようになってきた。
bh民営化
1990年代末以降、 EDFは組織改革をこれまで以上に積極的に推進するようになった1999年に
は海外事業関連の2つの部門を新設し、 2002年にはそれらを再編成し地域別に4つのセンターにし
た。また送電部門は、すでに自律的組織となっている小売部門のEDF-GDF SERVICE
と同様の、財務的に自律的な組織RTEとして改組されたO　これによってEDFの各部門はそれぞ
れ財務的に自律的な経骨単位となった。
一方政府も、 2002年にラフアラン首相が電力・ガス部門の民営化構想を発表したころから、 ED
Fの民営化を視野にいれた改革に着手する。フランスでは1980年代半ばのシラク内閣による民営化
以降、 1990年代にはバラデュール、ジュッペ、ジョスパンなど歴代の内閣によって民営化が実施さ
れてきたo Lかしこれまでの民営化が、 1980年代はじめにミッテランによって回有化された戟争的
公企業、すなわち公役務を任務としない公企業をその対象としたのにたいして、今回の民営化は公
役務の任務を実施する公企業を対象とするものであった。
ラフアランの計画は、 EDFを株式会社化し当面2006年までに給株式数の10分の1ないし4分の
1を売却し、最終的には政府の持株比率を51%まで減少させるというものであった。
ラフアランの計画の発表からEDF民営化法が採択される2004年秋まで、政府　EDFの双方か
らEDFの経営・組織改革にかんする報告書があいついで発表され、民営化に向けての議論がつづ
いた。まず2003年7月には政府は、 Douste-Blazyを委員長とする委員会の「公企業の意思決定システ
ムの改善のための調査委員会報告書」を発表したo報告書は、 EDFが成長を持続していくために
は、経営環境の変化に適応しての海外での事業拡大などを推進していかなければならないこと、そ
14　　経済学兄要　第30巻　第2.3合併号
のためにはEDFの組織形態を民間資本の参加が可能な株式会社に改編する必要があること、さら
には取締役会の権限の強化、政府の監督・統制の凝和と効率化するなどの改革を実施することが必
要であるなどを捷言した75)-
政府側のこうした動きに応えて、 EDFも2003年12月「産業・社会行動計画」を発表したo　この
計画では、 2003-2007年を計画期間として、 EDFの財務の改善と焼争力の強化を達成するために
必要なせ営改革の方策が以下のように規定された。すなわちE DFはその事業を、発送配電など事
業部門と電力取引をはじめとする管理.営業部門との一方にかたよらず、また送配電など規制分野
とそれ以外の非規制分野とのバランスをとりながら、かつガス事業…エネルギー関連サービス部門
などを含む広い分野において拡大していくことが必要であり、それを達成するためには、事業多角
化を阻害してきたEDFの兼業親制を廃止することが必要であると捷音したO一方海外事業につい
ては、高収益を実現してきたイギリス、イタリア、スペイン、ベルギーなどヨーロッパの一部の国
での事業以外の、収益性が保証されない海外事業を整理・縮小するべきであるとした76)
2004年8月には「電力・ガスの公役務と企業にかんする法律」が制定された。同法は、 EDFを
株式会社化しその株式の30%までを民間に売却できること、送電部門RTEは将来株式会社として
魅織的に分離…独立することを規定した。ただし同時に現段階では、 EDFの事業活動の範囲、資
産…負債などについては基本的に現状維持されることとして、 EDFの現在の事業範網は変更しな
いことを規定した。
この法律にもとづきEDFは同年11月株式会社に改編されたO　また上記の社会保障制度は2005年
1月改編されて、公的社会保障制度下の組織である電力ガス産業国民基金(CN I EG)が設立さ
れた。この基金はおもに従業員からの保険料によって運営されることになった。また退職金につい
ては退職給与引当金が貸借対照書に計上されることになった77)
EDFの株式会社化については、経営者・管理職の一部が、改革が公役務を任務とするEDFのあ
り方に根本的な変革をもたらすことなどを理由として、明確な反対の立場からの意思表示をおこな
ったのが、これまでの政府　EDF関係においては見られないことであった。これまでの政府、 E
DF経営者、従業員・労働組合がそれぞれ自立的立場からEDFの経営に関与し、 EDFの成長と
いう共通の目的を追求することで協調的な関係を維持する体制にも変化があらわれてきた。労働観
合・左翼諸政党の影響力は1980年代以降弱まってきていた。今回の株式会社化の議論におけるE D
Fの管理職の一部などによる反対は、政府と経営側にこれまであった共通の基盤が失われつつある
と示しているとみることもできる78)-
2004年11月にはM. Rouletを委員長とする政府委月会が「EDFの事業…財務計画にかんする報
告書」を発表した。この報告書は、 EDFが当面の設備投資を自己資金で実施できるよう財務構造
を改善することを当面の経営目標として、その実現のために実施するべき改革について提言した。
報告書はまた送電部門RTEのEDF本体からの分雄について、 RTEの組織的な分離がさけら
れない場合であっても資本所有によってEDF傘下にとどめるべきことを明記した。それによって、
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EDFはRTEの累積した債務を負担することになるが、一方では送電料金の親制によってRTE
は収益が保証されているのでEDFの経営の安定に役立つというのがその理由であった。またE D
Fとフランスガス公社(GDF)との合併については、両事業者の事業区域に補完性がないことな
どから、そのメリットが小きいなどの理由から、合併は実施せずEDFは今後も電力部門に事業の
中心をおくことを明記した79)
2005年10月政府は、同月28日からEDFの株式売却を開始すること、売却絵額の15%は従業員に、
35%を特定の購入者に、そしてのこり50%を機関投資家に売却すること、そして政府はこの売却収
益を政府に還流させず、すべてEDFの収益とし今後の設備投資資金にあてることを発表した。
まとめ
1996年の電力部門の改革にかんする指令以降、 E Uの電力部門改革は、送電系統運営事業者の分
割.分離をはじめとする電力部門の組織改革や、第三者アクセス導入による市場改革などの方法で
実施されてきた。 EUがめざした電力市場の自由化は、その日標を実現しつつあるが、 El標の達成
には解決するべき多くの課題がのこされている。
電力取引所は、一部の国をのぞいて競争市場の実現に必要な取引量を実現できていない。国際送
電系統の能力不足と送電料金体系の調和の遅れなどが電力市場のヨーロッパ親榎での統合を阻害し
ている。また自由化された市場は、各国の電力価格水準の低下と接近をある程度達成したが、一方
では電力価格の循環的変動を発生させるなど電力市場の不安定化をもたらし、電力施設投資などに
たいする適切な価格シグナルを提供する機能を果たせない状態にあるo
またEUの改革は一面では企業集中を促進する結果をもたらし、多くの加盟国の発電部門におい
ては上位企業の集中度はむしろ上昇傾向を示した。これらの企業の市場支配力が行使されることに
なれば、電力部門改革の目標である電力市場への競争導入とは逆の結果をもたらすことになる。
参入規制・兼業親制の緩和と料金規制の額和によってもたらされた電気料金の不安定化などが、
電力企業に合併…買収による事業多角化と企業集中の行動を採らせることになったo　さらには、 E
Uの各国電力産業の構造に関与する権限は限定されていたこと、そして企業集中が市場統合による
利益の実現に貢献する場合、すなわち大規模投資を実施する資金・技術能力を擁する企業の形成を
促進する場合には容認するというEUの政策が、企業集中が進展した背景にあった。
EUは広い範囲で加盟各国に強白の電力市場改革を容認した。このことが各国に多様な改革とそ
の進捗の遅速をもたらした。 EUは、各国における改革の内容・進捗のばらつきを縮小していくこ
とで市場統合のE]標にむけての漸進的な作業を進展させていくことになるO　また地球環境問題-の
関心の高まりと余剰電力供給能力が解消にむかう状況のもとで、エネルギー安定供給と公共サービ
スにより強く配慮する政策に転換してきたことも今後の改革の進展に影響をおよはすであろう。
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フランスにおいては、電力部門改革は、 EDFの各部門の財務面での分権化、兼業・参入親制の
親和、取引所創設、仮想発電能力の導入そして有資格需要家範餌の拡大など、電力部門のこれまで
の基本構造を維持することを前提としその範囲内での諸改革によって、電力部門に競争市場を構築
しようするものであった。
これまでフランスにおいて実施された改革のうち仮想発電能力制度など一部の改革は成果を実現
してきたが、多くの改革はまだ十分な成果を実現するには至っていない。新設された電力取引所は、
その取扱量が依然小さく市場としての機能を十分には果たしていないO　また電力輸出入は、国際送
電施設の不足から、国境を越えての競争市場を形成しうる規模には達していないO発電部門などへ
の新規参入は増加しているが、その事業規模は小さくEDFの独占的地位におよぼす影響は小さい。
改革は現在のところ、 EDFを中心とする電力部門の産業組織に根本的な変化をもたらすものでは
/TO
近年EUの政策が、環境保護および公共サービスの任務の重視する政策に重点を移行させてきた
ことも、改革が遅れているフランスにたいするEUおよび各国からの圧力を和らげることになって
といえよう。
しかしこれまでに実施された改革のなかには、今後の根本的な変革に結びつく内容を含むものも
ある。たとえば今回の送配電部門の財務的な分割とEDFの株式会社化などの改革は、 EDFが今
後さらにきびしくなる焼合企業との競争に対応していくなかで、その粗放と経営のさらに根本的な
変革をもたらすことになるかもしれない。
【注】
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